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1. 企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果
当期の我が国経済は、戦後最長といわれた「いざなぎ景気」

を超える長期安定成長の緩やかな軌道を維持してはいますが、
依然として個人消費に力強さが見られず、とりわけ自動車市
場では新車(登録車)販売の減少など懸念要因が残りました。ま
た、海外においても、米国住宅ローン関連問題など景気の先
行きに対する不安感が強まるとともに、世界的連鎖とも言わ
れる国際金融市場の過敏な反応が現実化するなど、世界経済
はめまぐるしく変化した一年でした。加えて、原油をはじめ
とする資源価格上昇も依然として高止まりの傾向が続いてお
り、今後も予断を許さない状況です。
自動車業界におきましては、国内総需要は軽自動車の伸び

（前期比4.2％増）に対して登録車の大幅な減少（前期比8.3％
減）により562万台（前期比4.1％減）となりました。また、米
国におきましては総需要は1,651万台（前期比3.0％減）、ロシ
アを含む欧州の総需要は1,877万台（前期比2.2％増）、中国の
総需要は453万台（前期比29.0％増）となりました。

このような状況のもとで、当企業集団は前期に引き続き商
品主導の成長戦略を継続してまいりました。平成18年5月に新
型クロスオーバーＳＵＶ「ＣＸ－７」を北米市場へ導入し、
続いてオーストラリア、日本国内へも導入いたしました。さ
らに、同年10月より北米市場専用の７人乗りクロスオーバー
ＳＵＶ「ＣＸ－９」の生産を開始し、平成19年1月より販売を
開始いたしました。また、国内商用車市場へは、平成19年1月、
荷室容量を大幅に拡大し、荷室や室内の使い勝手をさらに向
上させた「ファミリアバン」及び最新の環境・燃費基準に適
合しながら利便性も向上させた小型トラック「タイタン」を
フルモデルチェンジいたしました。
また、当社は来るべき環境社会へ向けて様々な取り組みを

行っております。平成18年5月には産学官共同開発を通じて、
強度や耐熱性を持つ射出成形可能な植物原料のプラスチック
（バイオプラスチック）の開発に業界で始めて成功いたしまし
た。化石資源の使用を減らすことで地球温暖化の要因の一つ
とされるCO2の排出削減につながるこの素材は、次期以降販売
する一部の製品に採用する予定です。また、CO2の排出がない
水素を燃料としたロータリーエンジンによる水素自動車の開
発も独自に行ってまいりました。水素でもガソリンでも走行

－　　－1

事 業 報 告 （平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）



－　　－2

できる「マツダＲＸ－８ハイドロジェンＲＥ」は実用性が高く、
また、製造コストも低く抑えることができるため、水素エネ
ルギーの実用化に貢献する技術として期待されております。
このモデルは平成18年3月より官公庁及び民間企業などへ既に
７台を納入いたしました。平成19年2月には国土交通省北海道
開発局主催の水素自動車の寒冷地における利用調査に協力す
るなど、さまざまなイベントや業務で活用されております。

当期の主要市場での小売台数は、国内では26万1千台（前期
比8.6％減）となりました。一方、海外では、北米は新型車の
導入により38万台（前期比8.0％増）、欧州では新型ディーゼル
エンジン搭載車の効果により30万1千台（前期比6.7％増）とな
りました。また、中国では12万9千台（前期比0.7％減）となり、
その他の地域では23万1千台（前期比1.5％増）で、これらを合
計したグローバル小売台数は130万2千台（前期比2.0％増）と
なりました。

当期の業績につきましては、連結売上高は、前期比3,277億
円増の3兆2,475億円（前期比11.2％増）となりました。営業利
益は「ＣＸ－７」や「ＣＸ－９」導入による台数・構成の改
善や為替の円安効果、原材料価格の値上げを上回るコスト削
減効果もあり、前期比351億円増の1,585億円（前期比28.4％増）
となりました。経常利益は前期比263億円増の1,278億円（前期
比25.9％増）となり、当期純利益は、前期比70億円増の737億
円（前期比10.5％増）となりました。ただし、前期の当期純利
益には特別損益として厚生年金基金代行返上益ならびに減損
損失による一時的な影響が含まれており、これらを除く実質
的な当期純利益は前期比26.2％の増加となります。なお、当期
は全ての利益レベルで過去最高益を更新いたしました。また、
平成18年7月にアラスカ沖で船体傾斜が発生し航行不能となっ
た自動車運搬船「クーガーエース」に積載していた車両の評
価損失について、特別損失として20億円を計上いたしました。

営業活動によるキャッシュフローは1,164億円となり、投資
活動によるキャッシュフローは、設備投資等により796億円を
使用した結果954億円となりました。その結果、当期の連結フ
リーキャッシュフロー（営業活動によるキャッシュフローと
投資活動によるキャッシュフローの合計）は、210億円の余剰
となりました。また財務活動によるキャッシュフローは、有
利子負債の返済や配当の支払いがあった一方で400億円の社債
の発行及び551億円の長期借入金の調達を行ったこと等によ
り、93億円の増加となりました。
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有利子負債から現金及び現金同等物の期末残高2,425億円を
除いた純有利子負債は、前期末より146億円改善し2,322億円と
なり、純有利子負債自己資本比率は、前期より13ポイント改
善し49％となりました。

平成16年11月に発表いたしました平成18年度までの中期計
画「マツダモメンタム」の数値目標は、連結出荷台数125万台、
営業利益1,000億円以上、純有利子負債自己資本比率100％以下
でしたが、「マツダ モメンタム」の主要施策の着実な実行によ
り、営業利益1,000億円以上、純有利子負債自己資本比率100％
以下という２つの数値目標は前期に一年前倒しで達成するこ
とができました。一方で、連結出荷台数125万台は、国内の需
要減や市場での競争の激化及びブランド強化に焦点をあてた
ため、当期においても117万7千台にとどまりました。

（2） 設備投資の状況
重点的かつ効率的な投資に努めてまいりました結果、新商

品及び合理化・省力化のための生産設備能力増強、新技術・
新商品のための研究開発設備などの投資総額は連結ベースで
796億円（前期比75億円増）となりました。

企業集団の売上高の内訳

合　　　計海　　　外国　　　内
区　　　　分

金　額台　数金　額台　数金　額台　数

2,385,7101,176,6731,991,554913,000394,156263,673車　　　　両

  102,467        －  102,467        －        －        －海外生産用部品

  257,853        －  203,576        － 54,277        －部　　　　品

  501,455        －   62,561        －438,894        －そ　 の　 他

3,247,485        －2,360,158        －887,327        －合　　　　計

台 百万円 台 百万円 台 百万円

当社の売上高の内訳

合　　　計輸　　　出国　　　内
区　　　　分

金　額台　数金　額台　数金　額台　数

1,782,8781,145,7591,390,230861,052392,648284,707車　　　　両

  131,186        －  131,186        －        －        －海外生産用部品

  156,850        －   95,440        － 61,410        －部　　　　品

  256,158        －   36,396        －219,762        －そ　 の　 他

2,327,073        －1,653,252        －673,821        －合　　　　計

台 百万円 台 百万円 台 百万円
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（3） 資金調達の状況
当期中に551億円の長期借入を実行し、平成18年11月に200

億円、平成19年3月に200億円の総額400億円の社債を発行いた
しました。

（4） 対処すべき課題
国内におきましては景況感の下ぶれ懸念が見られるものの、

設備投資や雇用は増勢を続けており、景気はなお持続力を保
つと思われます。一方、海外においては米国の景気減速懸念
をはじめとしたさまざまな不安定要素があり、特に急激な為
替の変動と原油価格の高騰は、輸出依存度の高い国や企業の
業績に影響を与えるものと予想されます。このような状況の
もとで、当社は平成19年3月に10年先を見据えた長期戦略に基
づいた新中期計画「マツダ アドバンスメント プラン(Mazda
Advancement Plan)」を発表いたしました。この新中期計画の
対象期間（平成19年度から平成22年度まで）の4年間を、これ
まで築いて来た基盤をベースに「モノ造り革新」を中心とす
る構造改革を加速させ、将来に向けて前進（アドバンス）す
る期間と位置付け、将来の飛躍に向けて、フォードとのシナ
ジーを深化させ、成長軌道を持続させつつブランド価値とビ
ジネス効率の向上に注力してまいります。「マツダ アドバンス
メント プラン」で掲げる平成22年度の目標は、グローバル小
売台数160万台以上、連結営業利益2,000億円以上、連結営業利
益率6％、配当性向の着実な向上といたしております。
フォードとのシナジーについては、既にあらゆる分野で協

業を進めておりますが、引き続き最優先で取り組み、真の
「Win－Win」の関係を築いてまいります。ブランド価値につ
いては、「商品」、「品質」、「顧客ロイヤリティーの向上」に重
点をおき、これまで進めてきた“Zoom－Zoom”に体現される
マツダのブランドをさらに進化させてまいります。またビジ
ネス効率については、「基軸モデルへの注力」、開発・製造・
購買領域一体となって商品の競合力と製造の効率性を飛躍的
に向上する「モノ造り革新」、「コストの最適化」に重点をお
き、マツダの将来の飛躍に向けた構造改革を加速させていく
所存です。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭

撻を賜わりますようお願い申しあげます。
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（5） 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

②　当社の財産及び損益の状況

第141期(当期)
（平成18年4月
～平成19年3月）

第140期
（平成17年4月
～平成18年3月）

第139期
（平成16年4月
～平成17年3月）

第138期
（平成15年4月
～平成16年3月）

項　　　　目

3,247,4852,919,8232,695,5642,916,130（百万円）売 上 高

127,753101,47073,05658,029（百万円）経 常 利 益

73,74466,71145,77233,901（百万円）当期純利益

52円59銭51円53銭37円63銭27円84銭１株当たり当期純利益

1,907,7521,788,6591,767,8461,795,573（百万円）総 資 産

479,882398,024267,815222,605（百万円）純 資 産

336円45銭284円28銭220円22銭182円91銭１株当たり純資産

（注）１．第141期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第8号）を適用しています。

２．第138期より連結業績をより適切に開示、管理するため、主
要な海外連結子会社の会計年度の終了日を12月31日から連結
会計年度と同じ3月31日に変更しました。その結果、第138期
の連結決算には、当該海外連結子会社に関しては15ヶ月の財
務結果が反映されています。

３．第141期の状況につきましては、前記「(1)事業の経過及びそ
の成果」に記載のとおりです。

第141期(当期)
（平成18年4月
～平成19年3月）

第140期
（平成17年4月
～平成18年3月）

第139期
（平成16年4月
～平成17年3月）

第138期
（平成15年4月
～平成16年3月）

項　　　　目

2,327,0732,032,1151,851,1701,661,715（百万円）売 上 高

84,46460,17717,01011,955（百万円）経 常 利 益

51,06210,9846,1463,051（百万円）当期純利益

36円41銭8円48銭5円5銭2円51銭１株当たり当期純利益

1,496,6571,395,5531,408,5981,412,668（百万円）総 資 産

509,663465,460401,516398,390（百万円）純 資 産

362円17銭332円44銭330円15銭327円34銭１株当たり純資産

（注）１．第141期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第8号）を適用しています。

２．第141期の業績が前期に比べ大きく改善したのは、ＣＸ－７
やＣＸ－９導入による台数・構成の改善や為替の円安効果、
原材料価格の値上げを上回るコスト削減効果等によるもので
あります。
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（6） 主要な事業内容（平成19年3月31日現在）
当企業集団は、下記商品の製造、販売を主たる事業内容としています。

（7） 主要な営業所及び工場（平成19年3月31日現在）

区　　分 主　　要　　な　　商　　品　　名

車　　　　両 〔乗　　用　　車〕
RX－8、アテンザ、ロードスター、アクセラ、MPV、
CX－9、CX－7、トリビュート、プレマシー、ベリーサ、
デミオ、スピアーノ、キャロル、A Z－ワゴン、
スクラムワゴン、AZ－オフロード

〔ト　ラ　ッ　ク〕
タイタン、タイタンダッシュ、Bシリーズ（ピックアップトラック）、
BT－50、ボンゴブローニイ、ボンゴ、ファミリアバン、スクラム

海外生産用部品 海外生産向け組立用部品

部　　　　品 国内及び海外向け各種部品

そ　の　他 工作機械、鋳造用・その他の材料等

所　　在　　地名　　　　　　　称区　分

広島県安芸郡府中町本社及び本社工場当　社

東京都千代田区東京本社

大阪市北区大阪支社

山口県防府市防府工場

広島県三次市三次事業所

横浜市神奈川区マツダR＆Dセンター横浜

米国マツダモーターオブアメリカ，Inc.子会社

カナダマツダカナダ，Inc.

ドイツマツダモーターヨーロッパGmbH

ベルギーマツダモーターロジスティクスヨーロッパ N.V.

ドイツマツダモータース（ドイツランド）GmbH

英国マツダモータース UK Ltd.

オーストラリアマツダオーストラリアPty.Ltd.

中国マツダ（中国）企業管理有限公司

東京都板橋区株式会社関東マツダ

名古屋市瑞穂区東海マツダ販売株式会社

大阪市浪速区株式会社関西マツダ

福岡市博多区株式会社九州マツダ
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所　　在　　地名　　　　　　　称区　分

広島県安芸郡府中町株式会社マツダオートザム子会社

千葉市美浜区マツダパーツ関東株式会社

岡山県倉敷市倉敷化工株式会社

広島市南区マロックス株式会社

広島市南区マツダ中販株式会社

広島市南区トーヨーエイテック株式会社

広島県安芸郡府中町マツダモーターインターナショナル株式会社

米国オートアライアンスインターナショナル,Inc.関連会社

タイオートアライアンス（タイランド）Co．,Ltd.

中国長安フォードマツダ汽車有限公司

中国長安フォードマツダエンジン有限公司

中国一汽マツダ汽車販売有限公司

（8） 従業員の状況（平成19年3月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従業員数

38,004 名

前期末比増減

1,378 名増

（注）従業員数は就業人員数を記載しています。

②　当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数

19,772 名 777 名増 40.5 才 18.2 年

（注）１．従業員数は就業人員数を記載しています。
２．上記はパートタイマー等 563名を含んでいません。
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（9） 重要な親会社及び子会社の状況（平成19年3月31日現在）
①　重要な親会社の状況
該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　　　社　　　名 資本金又 出資比率 主要な事業内容は出資金

240,000 92.6 自動車及び部品の販売

66,200 60.0 自動車及び部品の販売

26 100.0 欧州市場の事業統括

71,950 100.0 自動車及び部品の販売

17,895 100.0 自動車及び部品の販売

4,000 100.0 自動車及び部品の販売

31,000 100.0 自動車及び部品の販売

78,290 100.0 中国市場の事業統括

3,022 100.0 自動車及び部品の販売

2,110 100.0 自動車及び部品の販売

950 100.0 自動車及び部品の販売

826 100.0 自動車及び部品の販売

1,725 100.0 自動車及び部品の販売

501 97.0 自動車部品の販売

310 75.0 自動車部品の製造販売

490 99.0 自動車及び部品の運送

1,500 100.0 中古自動車の販売

3,000 100.0 工作機械の製造販売

115 100.0 自 動 車 の 販 売

千米ドル

千加ドル

千ユーロ

千ユーロ

千ユーロ

千ポンド

千豪ドル

千中国元

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

％
マツダモーターオブアメリカ，Inc.

マ ツ ダ カ ナ ダ， I n c.

マツダモーターヨーロッパGmbH

マツダモーターロジスティクスヨーロッパ N.V.

マツダモータース（ドイツランド）GmbH

マツダモータース UK Ltd.

マツダオーストラリアPty.Ltd.

マツダ（中国）企業管理有限公司

株 式 会 社 関 東 マ ツ ダ

東海マツダ販売株式会社

株 式 会 社 関 西 マ ツ ダ

株 式 会 社 九 州 マ ツ ダ

株式会社マツダオートザム

マツダパーツ関東株式会社

倉 敷 化 工 株 式 会 社

マ ロ ッ ク ス 株 式 会 社

マ ツ ダ 中 販 株 式 会 社

トーヨーエイテック株式会社

マツダモーターインターナショナル株式会社

※

※

※

（注）１．※は、間接所有を含む比率を表示しています。
２．マツダ（中国）企業管理有限公司（旧社名 マツダ（上海）
企業管理諮詢有限公司）は社名変更しています。

３．当社の連結子会社は58社です。

③　重要な関連会社

会　　　社　　　名 資本金又 出資比率 主要な事業内容は出資金

760,000 50.0 自動車の製造販売

5,000,000 50.0 自動車の製造販売

2,290,903 15.0 自動車の製造販売

1,114,586 25.0 自動車エンジンの製造販売

100,000 25.0 自動車及び部品の販売

千米ドル

千タイ・バーツ

千中国元

千中国元

千中国元

％
オートアライアンスインターナショナル，Inc.

オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd.

長安フォードマツダ汽車有限公司

長安フォードマツダエンジン有限公司

一汽マツダ汽車販売有限公司

（注）１．※は、間接所有を含む比率を表示しています。
２．当社の持分法適用会社は13社です。

※
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④　その他
当社は昭和54年、フォード モーター カンパニー（フォード社）
との間にグローバルなパートナーシップを構築し、平成5年には両
社の提携関係を一層発展させ、研究開発、購買、物流活動等グロ
ーバルなスケールの戦略的協力関係を維持しています。平成8年に
は、それまでの戦略的協力関係を一段と強化する旨合意し、フォ
ード社に対する第三者割当による新株式の発行を行い、同社は当
社の発行済株式総数の33.4％の株式を所有することとなりました。
なお、平成19年3月31日現在の同社の当社への出資比率（自己株式
を除く）は33.7％です。
また、オートアライアンスインターナショナル,Inc.及びオート

アライアンス（タイランド）Co., Ltd.は、当社とフォード社が共
同して経営を行っています。

50,272

41,307

31,618

25,161

16,911

16,410

10,258

9,172

7,089

6,460

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

日 本 政 策 投 資 銀 行

株 式 会 社 広 島 銀 行

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

三菱UFJ信託銀行株式会社

株 式 会 社 山 口 銀 行

株 式 会 社 中 国 銀 行

中央三井信託銀行株式会社

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社埼玉りそな銀行

借　　　入　　　先
百万円

（10） 主要な借入先（平成19年3月31日現在）

借入金残高

（注）当期より企業集団の状況を記載しています。
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（注）１．出資比率は自己株式 7,812,016株を控除して計算しています。
２．フォード モーター カンパニーは、同社の100％子会社であるフォ

ード オートモーティブ インターナショナル ホールディング エス
エル及びエフエルピーカナダから、それぞれが所有していた当社
株式をすべて譲り受けています。

2. 会社の現況に関する事項

（1） 株式の状況（平成19年3月31日現在）

①　発 行 可 能 株 式 総 数 3,000,000,000株（前期末比 6,743名増加）
②　発 行 済 株 式 総 数 1,414,878,813株（前期末比 6,743名増加）
③　株　　　　主　　　　数 62,205名（前期末比 6,743名増加）
④　大　　　　株　　　　主

（2） 新株予約権等の状況

①　当事業年度末日における新株予約権等の状況
ア．平成14年6月25日定時株主総会決議
・新株予約権の内容の概要

・当社役員が保有している新株予約権の区分別内訳合計

出資比率持株数株　主　名

33.7473,535フ ォ ー ド モ ー タ ー カ ン パ ニ ー

5.375,001日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

4.664,258日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

2.940,410東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社

2.737,624株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

2.332,483三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社

1.825,717日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）

1.420,210株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン

1.216,435住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 B 口 ）

1.115,553日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

千株 ％

552  個新株予約権の数
普通株式　 552,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 263円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成16年7月1日～平成19年6月30日新株予約権の権利行使期間

保有する者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　分
1　名普通株式　5,000　株5　個監　査　役
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イ．平成15年6月24日定時株主総会決議
・第2回新株予約権の内容の概要

・当社役員が保有している新株予約権の区分別内訳合計

763  個新株予約権の数
普通株式 　763,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 317円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成17年7月1日～平成20年6月30日新株予約権の権利行使期間

保有する者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　分
3　名普通株式　37,000　株37　個取　締　役
1　　普通株式　 8,000　　 8　　監　査　役

ウ．平成16年6月22日定時株主総会決議
・第3回新株予約権の内容の概要

・当社役員が保有している新株予約権の区分別内訳合計

1,207  個新株予約権の数
普通株式　1,207,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 338円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成18年7月1日～平成21年6月30日新株予約権の権利行使期間

保有する者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　分
5　名普通株式　66,000　株66　個取　締　役
1　　普通株式　 8,000　　 8　　監　査　役

エ．平成17年6月24日定時株主総会決議
・第4回新株予約権の内容の概要

・当社役員が保有している新株予約権の区分別内訳合計

2,138  個新株予約権の数
普通株式　2,138,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 463円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成19年7月1日～平成22年6月30日新株予約権の権利行使期間

保有する者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　分
6　名普通株式　79,000　株79　個取　締　役

オ．平成18年6月27日定時株主総会決議
・第5回新株予約権の内容の概要

・当社役員が保有している新株予約権の区分別内訳合計

2,092  個新株予約権の数
普通株式　2,092,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 776円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成20年7月1日～平成23年6月30日新株予約権の権利行使期間

保有する者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　分
6　名普通株式　82,000　株82　個取　締　役
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②　当事業年度中に使用人等に対して交付した新株予約権の状況
ア．新株予約権の内容の概要

イ．使用人等に対して交付した新株予約権の区分別内訳合計

2,092個新株予約権の数
普通株式 2,092,000 株新株予約権の目的となる株式の種類及び数
無償新株予約権の発行価額
金 776円権利行使時の1株当たりの払込金額
平成20年7月1日～平成23年6月30日新株予約権の権利行使期間

交付した者の人数目的となる株式の種類及び数新株予約権の数区　　　　分
 17　名普通株式　  185,000　株  185　個当社執行役員
595　　普通株式　1,469,000　　1,469　　当社従業員
111　　普通株式　  356,000　　  356　　当社関係会社取締役

担当及び他の法人等の代表状況等氏　　　　　名地　　　　位

社長兼CEO（最高経営責任者）井　巻　久　一代表取締役会長
ジョン・ジー・
パ ー カ ー代表取締役副会長

副社長執行役員
　社長補佐、渉外・購買統括
［他の法人等の代表状況］
　財団法人マツダ財団 理事長

藤　原　睦　躬代 表 取 締 役

専務執行役員兼CFO（最高財務責任者）
企画統括、コーポレートストラテジー本部長

デービッド・イー・
フリード マ ン代 表 取 締 役

専務執行役員
マーケティング・販売・カスタマー
サービス担当

ダ ニ エ ル ・
ティー・ モリス取 締 役

専務執行役員
管理統括、秘書・人事・監査
担当

山　内　　　孝取 締 役

専務執行役員
広報渉外、ITソリューション担当、
CFO （最高財務責任者）補佐

長谷川　鐐　一取 締 役

専務執行役員
中国事業担当

［他の法人等の代表状況］   
マツダ（中国）企業管理有限公司　董事長

尾　崎　　　清取 締 役

専務執行役員
研究開発担当金　井　誠　太取 締 役

黒　沢　幸　治監査役（常勤）

山　本　順　一監査役（常勤）

弁護士土　肥　孝　治監 査 役

小　松　健　一監 査 役

白　倉　茂　生監 査 役

（地位及び担当等は、平成19年3月31日現在）

＊

＊

（3） 会社役員の状況
①　取締役及び監査役
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（注）１．監査役土肥孝治、小松健一及び白倉茂生は社外監査役です。
２．監査役 小松健一は、株式会社住友銀行（現　株式会社三井
住友銀行）において、予算・決算を統括する主計部門等の経
験を経て、同行代表取締役専務取締役及び株式会社関西銀行
（現　株式会社関西アーバン銀行）代表取締役社長を歴任す
るなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有していま
す。

３．＊印は平成18年6月27日開催の第140回定時株主総会で新たに
選任され就任した取締役です。

４．平成18年6月27日開催の第140回定時株主総会終結の時をもっ
て、代表取締役会長渡辺一秀及び代表取締役ギデオン・ウォ
ルサーズの2氏はそれぞれ退任しました。

５．平成19年4月1日付で取締役の地位及び担当等が次のとおり変
更となりました。

６．上記のほか、取締役及び監査役の重要な兼職の状況は次のと
おりです。

担当及び他の法人等の代表状況等氏　　　　　名地　　　　位

［他の法人等の代表状況］  
財団法人マツダ財団 理事長藤　原　睦　躬代 表 取 締 役

専務執行役員兼CFO（最高
財務責任者）
企画統括

デービッド・イー・
フリード マ ン代 表 取 締 役

副社長執行役員
社長補佐、渉外・購買統括、
業務管理・リスクマネジ
メント・CSR・秘書・人
事・監査・病院担当

山　内　　　孝取 締 役

専務執行役員
研究開発担当

［他の法人等の代表状況］ 
株式会社マツダE＆T代
表取締役社長

金　井　誠　太取 締 役

兼務の内容兼務する他の法人等の名称氏　　　名区分
取　締　役オートアライアンスインターナショナル,Inc.

ジョン・ジー・
パーカー　　　

取締役
会　　　長オートアライアンス（タイランド）Co．,Ltd.
バイスプレジデントフォードモーターカンパニー
取　締　役フォードLio Hoモーターカンパニー
理　事　長財 団 法 人 マ ツ ダ 財 団藤　原　睦　躬
董　事　長マツダ（中国）企業管理有限公司尾　崎　　　清
監　査　役株 式 会 社 小 松 製 作 所

土　肥　孝　治

監査役
監　査　役積 水 ハ ウ ス 株 式 会 社
監　査　役阪急阪神ホールディングス株式会社
監　査　役関 西 電 力 株 式 会 社
監　査　役阪 急 電 鉄 株 式 会 社
取　締　役株式会社アーバンコーポレイション
監　査　役カワセコンピュータサプライ株式会社
取　締　役広 島 ガ ス 株 式 会 社白　倉　茂　生
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支　　給　　額人　　　員区　　　分
1,140　百万円9　名取 締 役
  128　　　　
   （48）　　　　

5　　
（ 3 ）　　

監 査 役
（うち社外監査役）

1,269　　　　14　　計

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

主な活動状況他の会社の社外役員の兼任状況氏　　名
当事業年度開催の取締役会16回のうち
13回に出席し、また当事業年度開催の
監査役会17回のうち12回に出席し、主と
して法的な見地から、議案及び報告事項
に対し適宜質問し、意見又は監査上の所
感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から
監査の実施状況及び結果の報告を受け、
外部の視点から意見を述べ、活発な意見
交換を行うとともに、取締役・執行役員
の職務の執行状況の聴取などを行って
います。

（取締役）
株式会社アーバンコーポレイション

（監査役）
株式会社小松製作所
積水ハウス株式会社
阪急阪神ホールディングス株式会社
関西電力株式会社
阪急電鉄株式会社
カワセコンピュータサプライ株式会社

土肥孝治

当事業年度開催の取締役会16回及び
当事業年度開催の監査役会17回の全
回に出席し、主として経営的な見地から、
議案及び報告事項に対し適宜質問し、
意見又は監査上の所感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から
監査の実施状況及び結果の報告を受け、
外部の視点から意見を述べ、活発な意見
交換を行うとともに、取締役・執行役員
の職務の執行状況の聴取などを行って
います。

―小松健一

当事業年度開催の取締役会16回のうち
13回に出席し、また当事業年度開催の
監査役会17回のうち14回に出席し、主と
して経営的な見地から、議案及び報告事
項に対し適宜質問し、意見又は監査上の
所感を述べています。
監査役会の場において、常勤監査役から
監査の実施状況及び結果の報告を受け、
外部の視点から意見を述べ、活発な意見
交換を行うとともに、取締役・執行役員
の職務の執行状況の聴取などを行って
います。

（取締役）
広島ガス株式会社

白倉茂生

③　社外役員に関する事項

（注）１．上記支給額には、役員退職慰労金の期末要支給額を含んでい
ます。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与を含
んでいません。

３．取締役の報酬限度額は、平成2年6月28日開催の第124回定時
株主総会において月額60百万円以内（ただし、使用人分給与
は含まない。）と決議いただいています。

４．監査役の報酬限度額は、平成11年6月22日開催の第133回定時
株主総会において月額7百万円以内と決議いただいています。

５．上記のほか、平成18年6月27日開催の第140回定時株主総会決
議に基づき、役員退職慰労金を下記のとおり支給しています。
退任取締役　1名　　　216 百万円
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（注）１．上記のほか、代表取締役との会合、当社主催の行事への出席、
事業所・子会社の視察などを行うとともに、マツダグループ
監査役連絡会における講話、全社員向けのホームページへ掲
載の所感の執筆など、コンプライアンスその他の内部統制の
充実強化のための啓発活動も行っています。

２．会社法施行規則第124条第3号に定める社外役員が当社又は当
社の特定関係事業者の業務執行取締役・使用人等の三親等内
の親族その他これに準ずる者である事実に該当する事項はあ
りません。

３．当社定款において、当社は、会社法第427条第1項の規定によ
り、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償
責任を限定する契約を締結することができる旨を定めていま
すが、当事業年度末現在、社外監査役との間で責任限定契約
を締結していません。

（4） 会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　　　　　　　あずさ監査法人
②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
ア．当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支　払　額

163　百万円公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1
項の業務に係る報酬等の額

 37　　　　公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る
報酬等の額

200　　　　計

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監
査と証券取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分して
おらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の額には、これ
らの合計額を記載しています。

イ．当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合
計額 261百万円

③ 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けて
いる子会社
当社の重要な子会社のうち、マツダモーターオブアメリカ,Inc.、マ
ツダカナダ,Inc.、マツダモーターヨーロッパGmbH、マツダモータ
ーロジスティクスヨーロッパN.V.、マツダモータース（ドイツラン
ド）GmbH、マツダモータースUK Ltd.、マツダオーストラリア
Pty.Ltd.、マツダ（中国）企業管理有限公司は、当社の会計監査人以
外の公認会計士又は監査法人の監査を受けています。
④　非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外
の業務（非監査業務）である「財務報告に係る内部統制構築アドバ
イザリー業務」を委託しています。
⑤　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社都合の場合の他、当該会計監査人が会社法第340条第1項各号に
定められている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込み
がないと思われる場合、もしくは、監督官庁から監査業務停止処分
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を受ける等、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じた場
合には、当社監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任
または不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場
合は、監査役会決議に基づき「会計監査人の解任」または「会計監
査人の不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求
いたします。

３．「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するた
めに必要な体制の整備」に関する取締役会決議の概要

（1）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、各
種決定書その他の取締役の職務の執行に係る情報については、情
報取扱規程、情報取扱要領、文書保管・保存規程その他関係する
社内規程に従い、適切に保存及び管理を行い、監査役から閲覧要
請がある場合はその閲覧に供する。

（2）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①損失の危険については、リスクマネジメント基本ポリシー並びに
リスクマネジメント規程、危機管理規程その他関係する社内規程
に従い、適切に管理を行う。
②リスクマネジメントの推進は、リスクマネジメント担当役員であ
るチーフ･リスク･オフィサー（CRO）が統括し、その推進業務は、
リスクマネジメント委員会が承認する全社推進方針に基づき、業
務管理本部総務部に置くリスクマネジメント委員会事務局が主管
する。

（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①経営計画のマネジメントについては、長期戦略及び長期戦略に基
づき策定し平成19年3月22日付で公表した新中期計画「マツダ ア
ドバンスメント プラン」に基づき、各業務執行ラインにおいて目
標達成のために活動する。
②業務執行のマネジメントについては、取締役会規程に定める付議
事項に該当する事項すべてを取締役会に付議する。
③日常の職務遂行については、職務権限規程、業務分掌規程その他
関係する社内規程に基づく執行役員間の役割分担及び執行役員へ
の権限委譲等により効率的に行う。

（4）取締役ないし使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制
①マツダ企業倫理行動規範の下、倫理委員会が統括するコンプライ
アンス体制により、取締役その他の役員ないし従業員の職務の執
行が法令及び定款に適合することを確保するための取り組みを行
う。
②業務管理担当役員をコンプライアンス担当役員とする。
③コンプライアンスの推進業務（倫理委員会の事務局業務、役員・
従業員のコンプライアンス教育を含む）は業務管理本部法務部が
主管する。
④マツダ企業倫理行動規範の解釈・内容に関する迷いや疑問、マツ
ダ企業倫理行動規範への抵触に関する疑問がある場合は、先ず上
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司に相談し、それでも解決されない場合は監査本部内の倫理相談
室に相談する。
⑤役員・従業員は法令違反の事実を知ったときは速やかに倫理相談
室に申告する。法令違反の事実を申告した人や調査に協力した人
に対する報復や不利益取扱をしない。

（5）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における
業務の適正を確保するための体制
当企業集団の業務の適正を確保するため、国内関係会社管理規程
及び海外関係会社管理規程に基づく連携と統制、リスク管理体
制・コンプライアンス体制等のグループ会社への展開、グループ
会社監査の実施、当企業集団中の大会社の常勤監査役をメンバー
とするグループ監査役連絡会を通じた監査役間の連携等を行う。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項
監査役の職務を補助する組織は監査役室とし、取締役の指揮命令
に服さない従業員を置く。

（7）上記（6）の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役室の所属従業員の人事異動及び人事評価については、人事
部門は常勤監査役と事前協議を行う。

（8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査
役への報告に関する体制
①取締役及び執行役員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実を発見したときは直ちに監査役に報告する。
②取締役及び執行役員は、重要な訴訟・係争、会計方針の変更、重
大な事故、当局から受けた行政処分、その他監査役会が取締役及
び執行役員と協議して定める事項については、会社に著しい損害
を及ぼす恐れのある事実に該当しない場合であっても、監査役に
報告する。
③役員・従業員は法令違反の事実を知ったときは速やかに倫理相談
室に申告する。倫理相談室は、当該申告の状況等について定期的
に監査役に報告する。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①各監査役は監査役会が定めた年間計画に従って取締役の職務執行
の監査を行う。
②常勤監査役は、経営会議その他の重要会議に出席する。
③監査役ないし監査役会、監査本部及び会計監査人の間で、定期的
に会合を行うなどの密接な連携をとる。
④監査役は会合、業務執行状況についてのヒアリング等により、取
締役、執行役員及び主要部門長との意思疎通を図る。
⑤当企業集団中の大会社の常勤監査役をメンバーとするグループ監
査役連絡会を定期的に開催し、情報交換を行うなどの連携をとる。

４．その他会社の現況に関する重要な事項
当社は、内部統制の充実・強化に継続的に取り組んでおりますが、
今般、社内調査により、当社の国内営業本部と販売会社の関係者間に
おいて、社内規定に違反した取引が行われていたことが判明いたしま
した。
当社は、このような取引は、内部統制上および税務上の問題を含む
ものであると認識し、社内調査に加え万全を期すために社外の第三者
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機関に調査を委託いたしました。その結果として、それらは、販売促
進費用としての支出ではありましたが、社内規定を逸脱したものであっ
たとの報告がありました。また、当該調査において、経費の私的流用
や裏金の捻出といった悪質な法令違反は認められないとの報告も受け
ております。
当社では、この度の取引は、当社国内営業本部及び販売会社の関係
者の業務遂行過程における社内規定の理解と遵守の意識が不十分であっ
たことが原因であり、内部統制のさらなる強化が必要であるとの認識
に基づき、再発防止に向けた体制整備等を早急に進めてまいります。

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入してい
ます。また、株式数については、表示単位未満の端数を切り捨ててい
ます。
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連結貸借対照表
（平成19年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　　目 金 額 科　　　　　　目 金 額

流 動 資 産 855,922

現 金 及 び 預 金 247,566

受取手形及び売掛金 172,958

た な 卸 資 産 282,432

繰 延 税 金 資 産 97,184

そ　　　の　　　他 58,598

貸　倒　引　当　金 △2,816

固 定 資 産 1,051,830

有 形 固 定 資 産 857,154

建 物 及 び 構 築 物 149,660

機械装置及び運搬具 192,465

工 具 器 具 備 品 25,284

土　　　　　　　地 442,901

建　設　仮　勘　定 46,630

そ　　　の　　　他 214

無 形 固 定 資 産 28,871

ソ フ ト ウ ェ ア 22,983

そ　　　の　　　他 5,888

投資その他の資産 165,805

投 資 有 価 証 券 98,754

長 期 貸 付 金 6,063

繰 延 税 金 資 産 48,449

そ　　　の　　　他 16,418

貸　倒　引　当　金 △3,271

投 資 評 価 引 当 金 △608

流 動 負 債 865,236

支払手形及び買掛金 300,577

短　期　借　入　金 70,340

一年以内返済予定長期借入金 42,164

一年以内償還予定社債 20,200

一年以内償還予定新株予約権付社債 1,131

未　　　払　　　金 97,758

未 払 費 用 219,367

製 品 保 証 引 当 金 42,555

そ　　　の　　　他 71,144

固 定 負 債 562,634

社　　　　　　　債 85,000

長　期　借　入　金 255,849

再評価に係る繰延税金負債 93,773

退 職 給 付 引 当 金 111,565

役員退職慰労引当金 1,460

そ　　　の　　　他 14,987

負 　 債 　 合 　 計 1,427,870

純 資 産 の 部

株 　 主 　 資 　 本 369,592

資　　　本　　　金 149,513

資　本　剰　余　金 133,393

利　益　剰　余　金 90,024

自 　 己 　 株 　 式 △3,338

評価・換算差額等 103,811

その他有価証券評価差額金 1,034

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △865

土地再評価差額金 136,097

為替換算調整勘定 △31,528

海外子会社年金調整額 △927

新　株　予　約　権 67

少 数 株 主 持 分 6,412

純　資　産　合　計 479,882

百万円 百万円

百万円

記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

資　産　合　計 1,907,752 負債及び純資産合計 1,907,752



－　　－20

連結損益計算書
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）

金　　　額科　　　　　　目

百万円

3,247,485売 上 高
2,322,644売 上 原 価
924,841売 上 総 利 益
766,309販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
158,532営 業 利 益

営 業 外 収 益
2,877受 取 利 息 ・ 配 当 金
6,151持 分 法 に よ る 投 資 利 益

14,6035,575そ　　　 　 の　 　 　　 他
営 業 外 費 用

16,254支 払 利 息
19,914為 替 差 損

45,3829,214そ　　　 　 の　 　 　　 他
127,753経 常 利 益

特 別 利 益
1,361固 定 資 産 売 却 益

43投 資 有 価 証 券 売 却 益
1,44844そ の 他

特 別 損 失
4,741固 定 資 産 除 売 却 損
3,356減 損 損 失

59投 資 有 価 証 券 売 却 損
1,979海難事故に伴う棚卸資産評価損失

10,751616そ　　　 　 の　 　 　　 他
118,450税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

36,776法人税、住民税及び事業税
3,229過 年 度 法 人 税 等

42,9782,973法 人 税 等 調 整 額
1,728少 数 株 主 利 益
73,744当 期 純 利 益

記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
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株　　主　　資　　本

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金

百万円百万円百万円百万円百万円

302,439△2,31124,005132,385148,360平成18年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

2,3061,1531,153新株の発行

△7,001△7,001剰余金の配当

73,74473,744当期純利益

△1,672△1,672自己株式の取得

500645△145自己株式の処分

△724△724土地再評価差額金の取崩

―株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

67,153△1,02766,0191,0081,153連結会計年度中の変動額合計

369,592△3,33890,024133,393149,513平成19年3月31日残高

純資産合計少数株主持分新株予約権

評　価　・　換　算　差　額　等

評価・換算
差額等合計

海外子会社
年金調整額

為替換算
調整勘定

土地再評価
差　額　金

繰延ヘッジ
損　　　益

その他有価証
券評価差額金

百万円百万円百万円百万円百万円百万円百万円百万円百万円

407,2089,184―95,585―△41,072135,372―1,285平成18年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

2,306―新株の発行

△7,001―剰余金の配当

73,744―当期純利益

△1,672―自己株式の取得

500―自己株式の処分

△724―土地再評価差額金の取崩

5,521△2,772678,226△9279,544725△865△251株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

72,674△2,772678,226△9279,544725△865△251連結会計年度中の変動額合計

479,8826,41267103,811△927△31,528136,097△8651,034平成19年3月31日残高

連結株主資本等変動計算書
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）

記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
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連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
盧連結子会社の数 58社
盪主要な連結子会社の名称 「１．企業集団の現況に関する事項

（9）重要な親会社及び子会社の状況
②重要な子会社の状況」に記載のとお
りであります。

蘯連結の範囲の変更 マツダサウスイーストアジアLtd.は設
立により、当連結会計年度より連結の
範囲に含めております。
また、㈱マツダアンフィニ岡山は解散
により、当連結会計年度より連結の範
囲から除外しております。

盻主要な非連結子会社の名称 ㈱マツダレンタカー関東等の連結の範
及び連結の範囲から除いた理由 囲に含めていない非連結子会社は、総

資産、売上高、当期純損益ならびに利
益剰余金等の観点からみて、いずれも
それぞれ小規模であり、全体として連
結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
盧持分法適用会社の数 13社
盪主要な持分法適用会社の名称 オートアライアンスインターナショナ

ル, Inc.、オートアライアンス（タイラ
ンド） Co., Ltd. ほか

蘯持分法の適用範囲の変更 ㈱長岡マツダは解散により、当連結会
計年度より持分法の適用範囲から除外
しております。

盻主要な非持分法適用会社の名称 ㈱広島東洋カープ等の持分法を適用し
及び持分法を適用していない理 ていない非連結子会社及び関連会社
由 は、当期純損益及び利益剰余金等の観

点からみて、いずれもそれぞれ小規模
であり、全体として連結計算書類に重
要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

３．連結子会社の事業年度等に関 連結子会社のうち、決算日が連結決算
する事項 日（３月31日）と異なる子会社は、コ

ンパニアコロンビアナアウトモトリス
S.A.、マツダセールス（タイランド）
Co.,Ltd.、マツダ(中国)企業管理有限公
司、PTマツダモーターインドネシア、
マツダサウスイーストアジアLtd.、マ
ツダモトールデメヒコ S. de R.L. de
C.V.、マツダセルヴィシオスデメヒコ
S. de R.L. de C.V.及びマツダモーター
ロシアOOOの８社であり、決算日はい
ずれも12月31日であります。
コンパニアコロンビアナアウトモトリ
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スS.A.、マツダセールス（タイランド）
Co.,Ltd.、マツダ(中国)企業管理有限公
司、PTマツダモーターインドネシア及
びマツダサウスイーストアジアLtd.の
５社については、連結計算書類の作成
にあたり、同日現在の貸借対照表、損
益計算書及び株主資本等変動計算書を
使用し、連結決算日との間に生じた重
要な取引について、連結上必要な調整
を行っております。
マツダモトールデメヒコ S. de R.L. de
C.V.、マツダセルヴィシオスデメヒコ
S. de R.L. de C.V.及びマツダモーター
ロシアOOOの３社については、連結計
算書類の作成にあたり、連結決算日現
在で実施した仮決算に基づく財務諸表
を使用しております。
なお、マツダモータースオブニュージ
ーランドLtd.の従来の決算日は12月31
日でありましたが、当連結会計年度よ
り連結決算日である３月31日に決算期
を変更しております。この結果、平成
18年１月１日から平成19年３月31日ま
での15ｹ月決算となっておりますが、
この決算期変更に伴う連結損益計算書
に与える影響は軽微であります。

４．会計処理基準に関する事項
盧重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券 その他有価証券

時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価
法によっております。（評価差額
は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は主として移動平均
法により算定しております。）
時価のないもの
主として移動平均法に基づく原価
基準によっております。

②デリバティブ取引 主として時価法によっております。
③たな卸資産 主として総平均法に基づく原価基準に

よっております。
盪重要な固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 主として定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。

②無形固定資産 定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によって
おります。ただし、自社利用のソフト
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ウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

蘯重要な引当金の計上の方法
①製品保証引当金 製品のアフターサービスの費用に備え

るため、主として保証書の約款に従い、
過去の実績を基礎に将来の保証見込を
加味して計上しております。

②退職給付引当金 従業員及び執行役員の退職給付に備え
るためのものであります。
従業員部分については、当連結会計年
度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数（主として12年）による定額
法により費用処理しております。また、
数理計算上の差異は、各連結会計年度
の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数（主として13年）
による定額法によりそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しておりま
す。
執行役員部分については、内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。

③役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

④貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、回収不能見込額を計上しておりま
す。一般債権については貸倒実績率法、
貸倒懸念債権及び破産更生債権等につ
いては財務内容評価法によっておりま
す。

⑤投資評価引当金 投資有価証券、出資金等の投資に対す
る損失に備えるため、投資先の資産内
容等を勘案して計上しております。

盻在外連結子会社が採用している 連結子会社のうち、コンパニアコロン
会計処理基準 ビアナアウトモトリスS.A.の貸借対照

表及び損益計算書は、同国の会計原則
に準拠して貨幣価値修正会計に基づい
て作成されております。

眈重要な外貨建の資産又は負債の 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の
本邦通貨への換算の基準 直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資産及び負
債は、在外子会社等の決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は、在外子会社等の会計期間に基
づく期中平均相場により円貨に換算
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し、換算差額は少数株主持分及び純資
産の部における為替換算調整勘定に含
めて計上しております。

眇重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

眄重要なヘッジ会計の方法 主として繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、金利スワップについては、
特例処理の要件を満たす場合は特例処
理を行っております。

眩消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税
抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の 連結子会社の資産及び負債の評価につ
評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用してお

ります。
６．のれんの償却に関する事項 のれんの償却については、投資ごとの

効果の発現する期間を勘案して、主と
して５年間で均等償却しております。

（会計処理の変更）
１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
２．自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の一部改正

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準
第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計
基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成18
年８月11日　企業会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最
終改正平成18年８月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用し
ております。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は475,195百万円
であります。

３．ストック・オプション等に関する会計基準等
当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第８号）
及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　最終改正平成18年５月31日　企業会計基準適用
指針第11号）を適用しております。
これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が67
百万円減少しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,045,146百万円

２．担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務
盧担保に供している資産（期末帳簿価額）
建物及び構築物 067,354百万円

機械装置及び運搬具 125,450百万円

工具器具備品 008,707百万円

土地 261,571百万円

その他 0000,60百万円

計 463,142百万円

盪担保権によって担保されている債務
短期借入金 42,588百万円

長期借入金（1年以内返済予定長期借入金を含む） 44,932百万円

計 87,520百万円

３．保証債務
盧金融機関等借入金等に対する保証債務及び保証予約等
ビークルマツダデベネズエラ 2,737百万円

オートアライアンスインターナショナル,Inc. 1,573百万円

㈱神戸マツダ 1,127百万円

倉敷化工（大連）有限公司 0,500百万円

その他 3,159百万円

計 9,096百万円

盪工場設備等の支払リース料に対する保証予約
オートアライアンスインターナショナル,Inc. 21,215百万円

その他 0,0124百万円

計 21,339百万円

４．受取手形割引高 0,0348百万円

５．買戻条件付債権譲渡高 24,471百万円

６．「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年3月31
日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。
この評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成13年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）
第2条第4号に定める地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価額
を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価
額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って算定しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時
価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額の差額

84,197百万円

７．海外子会社年金調整額
当連結会計年度から、米国の連結子会社は、米国財務会計基準書
（SFAS）第158号「確定給付型の年金及び他の退職後給付制度に関す
る事業主の会計」を適用しました。SFAS第158号の適用により、米
国の連結子会社が、貸借対照表の資本の部の「その他の包括利益累計
額」に計上した金額（税引後）を、連結貸借対照表の純資産の部の評
価・換算差額等に、「海外子会社年金調整額」として計上しています。
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連結損益計算書に関する注記
１．過年度法人税等
当社と国内販売会社との取引に関する法人税等の納付見込額でありま
す。
（追加情報）
当社は、販売会社が実施した販売促進活動について、その費用の一部
を負担しております。今般、社内調査により、その請求、支払いの証
憑に不備があり、ならびにその負担金額の決定根拠が明確でないなど、
税務上損金算入できない取引が判明しました。結果、過去３事業年度
の追加納税見込み額3,229百万円を計上しております。
なお、上記見込み額には、事業税の損金算入に係る繰延税金資産293
百万円を含んでおります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普通株式 1,414,878,813 株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
平成19年6月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当
に関する事項を次のとおり提案しております。

４．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及
び数
平成14年6月25日定時株主総会決議
新株予約権の数 552個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 552,000株
平成15年6月24日定時株主総会決議
新株予約権の数 763個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 763,000株
平成16年6月22日定時株主総会決議
新株予約権の数 1,207個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 1,207,000株
第4回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成14年10月7日発行）
新株予約権の数 1,131個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 3,696,078株

効力発生日基準日１株当たり
配当額（円）

配当金の総額
（百万円）株式の種類決　議

平成18年6月28日平成18年3月31日5.007,001普通株式平成18年6月27日
定時株主総会

効力発生日基準日１株当たり
配当額（円）

配当金の総額
（百万円）配当の原資株式の種類決議

平成19年6月27日平成19年3月31日6.008,442利益剰余金普通株式平成19年6月26日
定時株主総会



－　　－28

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 336円45銭（有形固定資産等）
１株当たり当期純利益 52円59銭（有形固定資産等）
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流 　 動 　 負 　 債 463,571
支 　 払 　 手 　 形 278
買　　　掛　　　金 228,171
短　期　借　入　金 730
一年以内返済予定長期借入金 28,388
一年以内償還予定社債 20,000
一年以内償還予定新株予約権付社債 1,131
未　　　払　　　金 16,960
未 払 法 人 税 等 16,867
未 　 払 　 費 　 用 84,192
前　　　受　　　金 1,883
前 　 受 　 収 　 益 2
預　　　り　　　金 20,393
製 品 保 証 引 当 金 40,705
そ　　　の　　　他 3,870
固 　 定 　 負 　 債 523,423
社　　　　　　　債 85,000
長　期　借　入　金 249,929
再評価に係る繰延税金負債 93,773
退 職 給 付 引 当 金 89,843
役員退職慰労引当金 744
預　り　保　証　金 2,773
そ　　　の　　　他 1,361
負 債 の 部 合 計 986,993

株 　 主 　 資 　 本 373,541
資　　　本　　　金 149,513
資　本　剰　余　金 133,393
資 本 準 備 金 59,403
その他資本剰余金 73,990

利　益　剰　余　金 93,968
その他利益剰余金 93,968
固定資産圧縮積立金 10,778
特別償却積立金 421
繰越利益剰余金 82,770

自 　 己 　 株 　 式 △3,333
評価・換算差額等 136,055

その他有価証券評価差額金 803
繰延ヘッジ損益 △845
土地再評価差額金 136,097

新　株　予　約　権 67
純 資 産 の 部 合 計 509,663

流 　 動 　 資 　 産 546,929
現 金 及 び 預 金 174,919
売　　　掛　　　金 185,193
製　　　　　　　品 30,379
原　　　材　　　料 3,892 
仕　　　掛　　　品 26,774 
貯　　　蔵　　　品 2,620
前 　 払 　 費 　 用 2,947
繰 延 税 金 資 産 39,761
未 　 収 　 入 　 金 33,566
短　期　貸　付　金 42,269
そ　　　の　　　他 7,286
貸　倒　引　当　金 △2,677

固 　 定 　 資 　 産 949,727
有 形 固 定 資 産 647,706
建　　　　　　　物 82,105
構　　　築　　　物 16,743
機 械 及 び 装 置 172,388
車　両　運　搬　具 2,391
工 具 器 具 備 品 14,688
土　　　　　　　地 314,618
建　設　仮　勘　定 44,774
無 形 固 定 資 産 18,235
ソ フ ト ウ ェ ア 18,235
投資その他の資産 283,785
投 資 有 価 証 券 4,032
関 係 会 社 株 式 247,126
出　　　資　　　金 12
関 係 会 社 出 資 金 17,994
長　期　貸　付　金 1,467
従業員長期貸付金 1
関係会社長期貸付金 2,673
破 産 更 生 債 権 等 2
長 期 前 払 費 用 5,837
長期繰延税金資産 35,900
そ　　　の　　　他 5,131
貸　倒　引　当　金 △2,114
投 資 評 価 引 当 金 △34,275

純　資　産　の　部

資　産　合　計 1,496,657 負債及び純資産合計 1,496,657

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　　目 金 額 科　　　　　　目 金 額

貸 借 対 照 表 （平成19年3月31日現在）

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

百万円 百万円

百万円
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損 益 計 算 書 （平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

金　　　額科　　　　　　目

百万円

2,327,073売　　　 　 上　 　 　 　 高
1,925,901売　 　 上　 　 原　 　 価
401,172売　 上　 総　 利　 益
312,370販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
88,803営　 　 業　 　 利　 　 益

営　 業　 外　 収　 益
1,012受 取 利 息
17,234受 取 配 当 金
4,409賃 貸 料

23,634979そ　　　 　 の　 　 　　 他
営　 業　 外　 費　 用

4,528支　 　 払　 　 利　 　 息
1,049社 債 利 息
19,716為 替 差 損

27,9722,679そ　　　 　 の　 　 　　 他
84,464経　 　 常　 　 利　 　 益

特　 　 別　 　 利　 　 益
133133固 定 資 産 売 却 益

特　 　 別　 　 損　 　 失
190固 定 資 産 売 却 損

3,660固 定 資 産 除 却 損
695減 損 損 失
59関 係 会 社 株 式 売 却 損
29投 資 有 価 証 券 評 価 損

1,206関 係 会 社 整 理 損
193関 係 会 社 株 式 評 価 損

3,759投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額
9,80414そ　　　 　 の　 　 　　 他
74,794税 引 前 当 期 純 利 益

20,510法人税、住民税及び事業税
3,229過 年 度 法 人 税 等

23,732△7法 人 税 等 調 整 額
51,062当　 期　 純　 利　 益
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株　　主　　資　　本

株主資本
合　　計自己株式

利益剰余金資本剰余金
資本金

その他利益剰余金その他資本剰余金資本準備金

百万円百万円百万円百万円百万円百万円

329,070△2,30650,63174,13558,250148,360平成18年3月31日残高

事業年度中の変動額

2,3061,1531,153新株の発行

△7,001△7,001剰余金の配当

△790△790土地再評価差額金の積立

6565土地再評価差額金の取崩

51,06251,062当期純利益

△1,672△1,672自己株式の取得

501646△145自己株式の処分

44,471△1,02643,337△1451,1531,153事業年度中の変動額合計

373,541△3,33393,96873,99059,403149,513平成19年3月31日残高

純資産合計新株予約権

評　価　・　換　算　差　額　等

評価・換算
差額等合計

土地再評価
差　額　金

繰延ヘッジ
損　　　益

その他有価証
券評価差額金

百万円百万円百万円百万円百万円百万円

465,460―136,390135,372―1,018平成18年3月31日残高

事業年度中の変動額

2,306―新株の発行

△7,001―剰余金の配当

△790―土地再評価差額金の積立

65―土地再評価差額金の取崩

51,062―当期純利益

△1,672―自己株式の取得

501―自己株式の処分

△26867△335724△845△215株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

44,20367△335724△845△215事業年度中の変動額合計

509,66367136,055136,097△845803平成19年3月31日残高

株主資本等変動計算書
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）
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合　　計繰越利益
剰 余 金

日本国際博覧会
出 展 準 備 金

特別償却
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

百万円百万円百万円百万円百万円

50,63137,3573679612,442平成18年3月31日残高

事業年度中の変動額

△7,001△7,001剰余金の配当

―△276276固定資産圧縮積立金の積立（注１）

―1,940△1,940固定資産圧縮積立金の取崩（注１）

―△3333特別償却積立金の積立（注２）

―409△409特別償却積立金の取崩（注２）

―36△36日本国際博覧会出展準備金の取崩（注３）

△790△790土地再評価差額金の積立

6565土地再評価差額金の取崩

51,06251,062当期純利益

43,33745,413△36△376△1,664事業年度中の変動額合計

93,96882,770―42110,778平成19年3月31日残高

（注）その他利益剰余金の内訳

（注１）固定資産圧縮積立金の積立、取崩の内訳
平成18年6月の定時株主総会における利益処分額

積立額　258百万円 取崩額　0,856百万円

平成19年3月期における積立、取崩額
積立額　017百万円 取崩額　1,083百万円

（注２）特別償却積立金の積立、取崩の内訳
平成18年6月の定時株主総会における利益処分額

積立額　033百万円 取崩額　0,205百万円

平成19年3月期における積立、取崩額
積立額 ―百万円 取崩額　0,203百万円

（注３）日本国際博覧会出展準備金の積立、取崩の内訳
平成18年6月の定時株主総会における利益処分額

積立額 ―百万円 取崩額　0,036百万円

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項
１．資産の評価基準及び評価方法

①有　価　証　券 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価基準によっております。

その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの
移動平均法に基づく原価基準によっております。

②デリバティブ取引 主として時価法によっております。
③た な 卸 資 産 総平均法に基づく原価基準によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
①有 形 固 定 資 産 定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法
人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。

②無 形 固 定 資 産 社内における利用可能期間（5年）に基づく定
（ソフトウェア） 額法によっております。

３．引当金の計上基準
①製品保証引当金 製品のアフターサービスの費用に備えるため、

保証書の約款に従い、過去の実績を基礎に将
来の保証見込を加味して計上しております。

②退職給付引当金 従業員及び執行役員の退職給付に備えるため
のものであります。
従業員部分については、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。なお、過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定年数（12年）による定額法により費用処理
しております。また、数理計算上の差異は、
各期の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定年数（13年）による定額法に
よりそれぞれ発生の翌期から費用処理してお
ります。
執行役員部分については、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

③役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しております。

④貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収
不能見込額を計上しております。一般債権に
ついては貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破
産更生債権等については財務内容評価法によっ
ております。

⑤投資評価引当金 投資有価証券、関係会社株式等の投資に対す
る損失に備えるため、投資先の資産内容等を
勘案して計上しております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。

②ヘッジ会計の処理方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金
利スワップについては、特例処理の要件を満
たす場合は特例処理を、外貨建貸付金に係る
為替予約については、振当処理を行うことと
しております。

③繰延資産の処理方法 社債発行費は支払時に全額費用としておりま
す。

④消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方
式によっております。

会計処理の変更
１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準第5号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）
並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基準第1
号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基
準適用指針第2号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の
部」の合計に相当する金額は510,440百万円であります。

２．ストック・オプション等に関する会計基準等
当事業年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」（企
業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第8号）及び
「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会　最終改正平成18年5月31日　企業会計基準適用指針第11号）
を適用しております。
これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が67百万円
減少しております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 881,081百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 194,899百万円

３．関係会社に対する長期金銭債権 3,225百万円

４．関係会社に対する短期金銭債務 59,922百万円

５．関係会社に対する長期金銭債務 1,755百万円

６．担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務
①担保に供している資産（期末帳簿価額）
建物 40,796百万円

構築物 5,577百万円

機械及び装置 125,450百万円

工具器具備品 8,707百万円

土地 170,248百万円

計 350,778百万円
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②担保権によって担保されている債務
長期借入金（１年以内返済予定長期借入金を含む）

41,307百万円

７．元利金の支払請求権の効力が他の債権よりも後順位である旨の特約が
付された劣後特約付貸付金が1,467百万円あります。

８．保証債務等
①金融機関等借入金等に対する保証債務及び保証予約等
マツダカナダ,Inc. 9,677百万円

東海マツダ販売㈱ 6,235百万円

㈱九州マツダ 4,700百万円

㈱関東マツダ 4,108百万円

㈱東北マツダ 4,038百万円

㈱北陸マツダ 2,220百万円

㈱甲信マツダ 2,100百万円

その他 15,438百万円

計 48,516百万円

②工場設備等の支払リース料に対する保証債務及び保証予約等
オートアライアンスインターナショナル,Inc. 21,215百万円

マツダモーターオブアメリカ,Inc. 2,102百万円

計 23,317百万円

９．買戻条件付債権譲渡高 23,150百万円

10．｢土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成13年3月31
日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。
この評価差額のうち当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成13年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第
119号）第2条第4号に定める地価税の課税価額の計算の基礎とな
る土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法
により算定した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行っ
て算定しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額の差
額 84,197百万円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

売上高 1,317,216百万円

仕入高 340,580百万円

販売費及び一般管理費 91,062百万円

営業取引以外の取引 21,277百万円

２．過年度法人税等
当社と国内販売会社との取引に関する法人税等の納付見込額でありま
す。
（追加情報）
当社は、販売会社が実施した販売促進活動について、その費用の一部
を負担しております。
今般、社内調査により、その請求、支払いの証憑に不備があり、なら
びにその負担金額の決定根拠が明確でないなど、税務上損金算入でき
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ない取引が判明しました。結果、過去3事業年度の追加納税見込み額
3,229百万円を計上しております。
なお、上記見込み額には、事業税の損金算入に係る繰延税金資産293
百万円を含んでおります。

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 7,812,016株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 1,483百万円

未払賞与否認額 8,321百万円

製品保証引当金損金算入限度超過額 16,461百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 36,126百万円

減損損失 5,924百万円

投資有価証券等評価損否認額 38,388百万円

前払費用等 9,537百万円

その他 11,311百万円

繰延税金資産小計 127,551百万円

評価性引当額 △43,742百万円

繰延税金資産合計 83,809百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金等 △8,148百万円

繰延税金資産の純額 75,661百万円

再評価に係る繰延税金負債
土地の再評価に係る繰延税金資産 814百万円

評価性引当金 △814百万円

土地の再評価に係る繰延税金負債 △93,773百万円

土地の再評価に係る繰延税金負債の純額 △93,773百万円

リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している
重要な固定資産として自動車製造設備・金型の一部及び電子計算機があ
ります。

関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等

期末残高
（注5）科　目取引金額

（注4）取引の内容関連当事者
との関係

議決権等の所有
（被所有）割合会社等の名称属性

37,947売掛金459,701
自動車の販売
（注1）

当社製品の販売
役員の派遣

所有
直接100％

マツダモーター
インターナショナル㈱子会社

――22,789
債務保証
（注2）
（注3）

当社製品の製造
役員の派遣

所有
直接50％

オートアライアンス
インターナショナル,Inc.関連会社

（百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件の決定方針については、通常の取引と同様

の方法により決定しております。
（注２）銀行借入（1,573百万円、期限 平成20年10月1日まで）につき、債

務保証を行ったものであります。
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（注３）支払リース料（21,215百万円、期限 平成23年7月1日まで）につき、
債務保証を行ったものであります。

（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。
（注５）期末残高には消費税等を含めております。

２．役員及び個人主要株主等

期末残高科目取引金額
（注4）取引の内容関連当事者との関係議決権等の所有

（被所有）割合氏名属性

――20
（注1）

財団法人マツダ財団に
対する運用財産の寄付

当社代表取締役会長、
財団法人マツダ財団理事長

（注3）

被所有
直接0.0％

渡辺一秀
（注2）役員

――30
（注1）

財団法人マツダ財団に
対する運用財産の寄付

当社代表取締役、
財団法人マツダ財団理事長

（注3）

被所有
直接0.0％藤原睦躬役員

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）財団の活動状況を鑑み、毎期決定しております。
（注２）渡辺一秀は平成18年6月27日の定時株主総会により、当社役員を退

任しております。
（注３）平成18年6月19日の「マツダ財団第82回理事会」により、渡辺一秀

が理事長を退任し、藤原睦躬が理事長に就任しております。
（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 362円17銭（有形固定資産等）
１株当たり当期純利益 36円41銭（有形固定資産等）

重要な後発事象に関する注記
当該事項はありません。

（百万円）
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独立監査人の監査報告書

マ ツ ダ 株 式 会 社
取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人
指定社員 公認会計士　天 羽 満 則 賤業務執行社員

指定社員 公認会計士　闍 橋 　 宏 賤業務執行社員

指定社員 公認会計士　小松原 浩 平 賤業務執行社員

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、マツダ株式会社
の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類
に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、マツダ株式会社及び連結子
会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報
１．会計処理の変更に記載の通り、会社は当連結会計年度から貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針並びに改正後の自己
株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準及び自己株式及び
準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針を適用している
ため、当該会計基準等により連結計算書類を作成している。

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度からストッ
ク・オプション等に関する会計基準及びストック・オプション等
に関する会計基準の適用指針を適用しているため、当該会計基準
等により連結計算書類を作成している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上あ

平成19年5月8日

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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独立監査人の監査報告書

マ ツ ダ 株 式 会 社
取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人
指定社員 公認会計士　天 羽 満 則 賤業務執行社員

指定社員 公認会計士　闍 橋 　 宏 賤業務執行社員

指定社員 公認会計士　小松原 浩 平 賤業務執行社員

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、マツダ株式
会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第141期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書
類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は
独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明するこ
とにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得
ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する
ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報
１．会計処理の変更に記載の通り、会社は当事業年度から貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準及び貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針並びに改正後の自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準及び自己株式及び準備
金の額の減少等に関する会計基準の適用指針を適用しているため、
当該会計基準等により計算書類等を作成している。

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度からストッ
ク・オプション等に関する会計基準及びストック・オプション等
に関する会計基準の適用指針を適用しているため、当該会計基準
等により計算書類等を作成している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上あ

平成19年5月8日

会計監査人の監査報告書謄本
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第141期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書

に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書

を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査の方針、活動計画、職務の分担等を定め、

各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の

監査の方針、活動計画、職務の分担等に従い、取締役、執行役員、内

部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、

取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検

討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実

施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果

盧 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執

行についても、相当であると認めます。なお、取締役において既

に認識済みのことでありますが、継続的な内部統制システムの整

備・充実が重要と考えます。

盪 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

蘯 連結計算書類の監査結果

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

平成19年5月10日
マツダ株式会社　監査役会ああ

監査役（常勤） 黒　沢　幸　治 賤
監査役（常勤） 山　本　順　一 賤
監　査　役　土　肥　孝　治 賤
監　査　役　小　松　健　一 賤
監　査　役　白　倉　茂　生 賤

（注）監査役 土肥 孝治、監査役 小松 健一及び監査役 白倉 茂生は、
会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であり
ます。

以　上
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